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研究要旨：四国のようにブロック拠点病院が近辺になく、県内の個々のエイズ拠点病院が

十分に機能していない、いわゆる地方の比較的医療過疎である地区に、本研究によって

HIV 診療の充実や均てん化が促されていくことが期待されている。令和 5年度の研究成果

として、新型コロナウイルス感染蔓延下での制限が徐々にではあるが緩和されつつあり、

①拠点病院および高齢者・福祉療養施設向けに講演や意見交換、研修教材の作製（薬剤の

冊子は全国の拠点病院へ送付）、四国の拠点病院間で連絡会・研修会を実施、②高齢者施

設における HIV 感染症等に関する研修資料の作製・配布、③受け入れてもらう福祉療養施

設との具体的な研修・意見交換を HIV 診療チームとして実施、④地域で HIV 診療に関す

る実践的なポケット版小冊子を作製（最新の愛媛や四国の現況や針刺し事故時の感染予防

内服薬を配備している病院名など具体的に刷り入れた）し四国の主な HIV 診療施設に配

布、⑤在宅介護職員に当院で HIV 患者の実地研修（外来、病棟）を実施し、地方での

HIV 診療のモデルとしての整備を行った。
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Ａ.研究目的 

四国地区という、ブロック拠点病院が近辺

にない愛媛県において当院は、エイズ地域

中核拠点病院に指定され、累計 220 名以

上の患者を治療している。四国地区は近年

HIV・エイズ患者の増加が著しく、当県も

エイズ拠点病院に指定されている病院が

15施設もあるものの殆どが診療未経験で

あり、大半の患者が当院に受診している現

状で、四国の他県も同じ様な実情である。

かつ四国地区は、高齢化率が各県 32.2～

35.9％であり、都市に比べ高齢者の HIV・

エイズ患者が多く、HIV 感染および合併症

が進行し日常生活に差し障りが著しく自宅
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以外での長期療養が必要な例も少なくな

い。急性期病院の当院も、自宅で生活困難

な長期療養患者の対応については、他の施

設への紹介・受け入れを個々の事例におい

て行いつつあるが HIV に対する不安や感

染リスクも問題になり、受け入れに苦慮し

ている実情である。さらに治療以外にも家

族対応および就業面など社会的な対応も迫

られることも多い。これらの実情のもと、

HIV・エイズ患者の生活の質の向上を目的

に、先行研究により愛媛県と高知県の HIV
診療の充実に努めてきたが未だ不十分であ

り、さらには四国全体の HIV 診療の充実

を着眼点として研究を発展させていきた

い。四国全体で、対応すべき HIV 感染症

患者は多くかつ経済・人材面も満たされて

おらず、連携しうる病院・施設への啓蒙や

人材の育成も患者数の増加からは極めて不

十分な状況である。このような背景のも

と、中核拠点病院の立場から、各地域の病

院・施設との連携整備、さらには県・市の

保健行政との連携も踏まえ、HIV 感染者・

エイズ患者に対する診療体制を整備し充実

を図りたいと考えている。今回は、高齢化

と患者数の増加にて同様の背景である四国

4県全域の拠点病院も研究対象として活動

していく計画である。【オール四国の体制

整備】を念頭に置き、各県の研究分担者と

連携し、ブロック拠点病院が存在しない四

国地区全体の HIV/エイズ診療体制の充実

に努めることを、主たる目的として令和 3

～5 年度の 3年間で研究を行いたい。本研

究の特色及び独創的な点は、(1)拠点病院

から介護療養施設に至るまで幅広く診療体

制の充実を試みること、(2)HIV 感染者・

エイズ患者の増加および全国的な高齢化の

進行のため病診連携や療養介護は近未来に

おいてどの地域でも必要な問題であり今回

の研究が全国のモデルとなり得ること、

(3)ブロック拠点病院のない四国全体の診

療体制の充実が図れること、である。 

なお、愛媛県保健医療対策協議会（会

長：村上博県医師会長）、愛媛県および高

知県庁の各健康増進課、および NGO 団体

HaaT えひめ（代表：新山賢）には、一連

の研究に関して、相談、意見聴取に了解の

もと参加いただいた。さらにこれらの研究

成果は、エイズ学会をはじめ多くの機会で

公表・報告していくことで、他府県などに

モデル地区としての立場で発信し、四国の

みならず全国の地域の HIV 診療の充実に

努めていく。 

Ｂ. 研究方法（含む計画） 

【研究１】拠点病院を中心とした教育講

演、意見交換、研修教材の作製 

四国全体の各拠点病院の HIV に関する啓

蒙、意見交換を図るために、各県の行政の

協力を得て HIV 診療ネットワーク会議

（各県全域の拠点病院が参加）や各病院に

て講演会を開催し、かつ情報収集のため意

見交換を行う。また、四国地区で使用可能

な研修教材の作製に着手する。四国全体で

合同の看護師研修会、症例検討会を行う

（コメンテーターとして国立国際医療研究

センター照屋医師も参加）。

【研究 2】四国の高齢者施設における HIV
感染症等に関する研修会の開催および実態

調査 

各県の行政の協力のもと高齢者施設から現

場の福祉・介護担当者に参加してもらい、

HIV 感染症等に関する研修会を開催する。

特に高齢の HIV 感染者が多い実情や今後
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介護の面で問題になると考えられる HIV
関連認知機能障害（HAND）、最新の知見

（治療が良好なら感染しない U＝U）につ

いても啓蒙する。知識啓蒙とともに参加者

各自に HIV 感染者を支援することの自覚

を促すことを目的に、研修会の終了時に

HIV 感染者の福祉・介護についてアンケー

トを行う（参加者 100 名前後の予定）。 

【研究 3】福祉療養施設への出張研修、意

見交換 

積極的に HIV 感染者の介護・受け入れを

推進するために地域の療養型病院および福

祉施設へ直接出張講義を年に数施設単位

（各参加者 30～100名程度）で行う。当院

から医師・看護師・薬剤師・MSW の HIV
診療チームとして出向して講義をし、かつ

各出張講義の終了時に全参加者に HIV 感

染者の福祉・介護についてアンケートを行

う。またこの講義の理解度・感想も確認す

る。なおそれらの意見を、介護用の小冊子

（研究 4）にも反映させる。 

【研究 4】地域で実践的なポケット版小冊

子の作製 

四国地方で HIV・エイズ患者を積極的に介

護施設で分け隔てなく介護をしてもらうた

めの試みとして、介護時の HIV 感染予防

対策なども折り込んだ、各地区で実用的な

（最新の四国の現況や感染予防内服薬を配

備している病院名など具体的に刷り入れ

た）HIV に関するポケット冊子（18ｘ10ｃ

ｍ大程度の予定）を作製し四国の主だった

HIV 診療施設に配布する。 

【研究 5】在宅介護職員の実地研修 

HIV 患者の介護に直接あたってもらうこと

が差し迫った事情であることを踏まえ、愛

媛県内の在宅介護職の看護師に 1～3日間

当院の HIV 患者の実地研修（外来、病

棟）と講義・討議を年に数回行う。診療に

不慣れである拠点病院からの実地研修も併

せて募集する。 

（倫理面への配慮） 

 患者および関係者に対する人権の保護に

配慮して行い、調査に協力できない場合も

不利益にならないようにする。 

Ｃ. 研究結果 

【研究 1】  

 四国全体の各拠点病院の HIV に関する

啓蒙、意見交換を図るために、各県の行政

の協力を得て HIV 診療ネットワーク会議

（各県全域の拠点病院が参加）や各病院に

て講演会を開催し、かつ情報収集のため意

見交換を行うことを計画し、愛媛県では令

和 6年 2月 22日に企画した（WEB 会議と

のハイブリッドで行い四国や岡山県からも

参加可能にする）。具体的には、拠点病院

間で意見交換を行った後に県の行政（衛生

研究所）から現在の県内 HIV 感染者の現

況報告、各拠点病院のアンケート集計と討

議に加え、地域での介護・療養における問

題点を当大学の MSW から説明した。な

お、四国内の拠点病院の意見交換目的で、

令和 6年 2月 11日に四国地区エイズ診療

中核拠点病院 HIV 担当看護師連絡会を

WEB 会議にて行い 4県の看護師等 8名が

集まり、各病院の実情や行政との連携に関

して、討議を行った。具体的な討議内容

は、「高齢化と地域連携」、「HIV 患児への

病名告知」、「HIV 陽性告知をしていない高

齢者の課題」等多様であった。さらに、同

日午後に四国地区エイズ診療中核拠点病院

HIV 診療医師研修会を開催し四国各地区か

らの問題事例を提示・報告し、コメンテー
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ターとして照屋勝治先生（国立国際医療研

究センター）にも参加していただき、四国

の医師、看護師 11名の参加にて合同で計

4症例の討議を行った（特に免疫再構築、

神経障害なども課題で取り上げられた）。 

 今年度は、新たに研修教材の作製とし

て、介護をするうえで必要になる抗 HIV
薬などの薬の紹介と内服法の冊子「在宅介

護に役立つ薬の情報～抗 HIV 薬の基礎知

識～」を改訂・作製し、愛媛県および全国

の拠点病院や高齢者施設へ配布した。 

【研究 2】 

 昨年度は介護保険サービス従事者を対象

に松山保健所の協力にてエイズ対策セミナ

ー「介護保険サービスに役立つ感染症の話

題」を令和 5年 2月 10日に開催したが、

今年度は令和 5年 12 月 14 日に、中学・高

校・大学の保健指導関係者、新聞・放送関

係者に対して、「愛媛における HIV 感染の

現況～AIDS 患者の治療の進歩、高齢化に

向けて～」の講演を行った。なお開催した

内容は印刷し（講演内容を補足する目的

で）配布し最先端の HIV 感染症の話題・

知識の啓蒙を行った。 

 また高知県で令和 6年 1月 20 日に「高

知県 HIV 感染症研修会」を開催し（訪問

看護師 9看護師 2作業療法士 2名参加）、

「HIV 陽性者を受け入れして」のテーマで

訪問看護ステーションと障がい者施設から

の報告、「HIV 陽性者への在宅支援につい

て」のテーマでパネルディスカッションを

行った。 

【研究 3】 

 HIV 感染者の増加に対応するため積極的

に HIV 感染者の介護・受け入れを推進す

るために愛媛県内の地域の療養型病院およ

び福祉施設へ直接出張講義を行った。今年

度はいきなりエイズ患者例の受診もあった

四国中央病院での医療体制に充実を目的

に、当院から医師、看護師、薬剤師、社会

福祉士が出張し、令和 5年 5月 31日に開

催した。 

 なお、厚生労働省の感染症対策部感染症

対策課から直接アドバイスをいただいた、

受け入れに難渋する症例などを今後蓄積し

検討していくことも踏まえ、いわゆる長期

療養体制構築事業として、①長期療養体制

会議（中核拠点病院・拠点病院・介護施

設・介護員・本人・家族など含めた現場の

会議）と②政策を行うエイズ対策推進会議

（行政が主体の開催で、拠点病院医療従事

者から行政職員、介護支援専門員などでの

政策会議）の 2つの会議を立ち上げ円滑な

受け入れのシステムを整備し令和 5年 2月

22日に具体的な会議を行ったが、さらに

これらのシステムを発展させていくため今

年度も令和 6年 2月 22日に行った。ま

た、これに先立ち、令和 6年 1月 12日に

当大学と県内 7保健所担当者が集まり抗体

検査に関し、保健所での検査体制・陽性者

の円滑な当院への紹介受診システムについ

て具体的討議を行った。 

 なお、高知県は介護事業所（訪問看護と

介護施設併設）および将来の透析の受け入

れを見据え透析施設の出張研修も行った。 

【研究 4】 

 介護時の HIV 感染予防対策なども折り

込んだ、愛媛および四国での実用的な（最

新の愛媛や四国の現況や針刺し事故時の感

染予防内服薬を配備している病院名など具

体的に刷り入れた）HIV に関するポケット

冊子（携帯できるように 18ｘ10cm大で三
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つ折り）を作製し県内および四国の主な

HIV 診療施設に配布しつつある（安心して

介護ができるように、針刺し事故後の感染

確率や高齢化が進み全国的に 50 歳以上の

HIV 感染者が 35％を占めているグラフも

紹介し、高齢化の対応が四国地方での必要

性を強調した）。また、高知大学医学部附

属病院が中心になり、「HIV 陽性者受け入

れ Q&A 集」を発行・配布し HIV 感染者

の介護福祉施設などでへの円滑な受け入れ

に努めた。 

【研究 5】 

 愛媛県内の在宅介護職の看護師 3名に令

和 6年 1月 22日に当院の HIV 患者の実地

研修（外来、病棟）と講義・討議を行っ

た。（3回計画したが新型コロナウイルス

蔓延にて 1回のみ実施）。 

 また、高知県では今年度も訪問看護師 2

施設 5名の実施研修を行った（その後 1施

設で HIV 患者を実際に受け入れ得た）。 

 Ｄ．考察 

 HIV 感染者・エイズ患者が全国的に増加

する傾向にあるが、四国も例外ではなく、

愛媛県においても新たに毎年 10 名以上の

新規感染者・患者が報告されているが高齢

の HIV・エイズ患者が比較的多く令和 5年

12月現在 50 歳以上の 8割は発見時にエイ

ズ患者であるという現実があり、各拠点病

院と長期療養患者を受け入れ得る介護・福

祉施設間の連携はまさに喫緊の課題であ

る。四国全体でも初診時に進行したエイズ

の状態が 4割以上を占め、また年配の四国

への帰郷者も少なからずあり（昨年も当院

へ 80歳代の HIV 感染者が帰郷）、そのた

め高齢の HIV 感染者が多く見られ、この

観点からも HIV 診療の充実は早急に迫り

つつある課題であると考えられる。 

 なお、今後高齢化とともに薬剤の副作用

を考慮した内服継続・薬剤の減量なども重

要な観点として検討していく必要があると

思われ、まず四国地区に応じた実践的な

（針刺し事故時の対応および配備薬剤の具

体的内容を含め）抗 HIV 薬および併用薬

に関する資料を作製しつつある。 

 本研究の成果を通じ期待される効果とし

て、具体的には、 

(1)地域での診療経験のないあるいは不十

分な知識・経験しかない多くの拠点病院で

の診療体制の充実が図られ、さらに本研究

により介護療養施設までも含めて充実を図

ることで、比較的重症で喫緊に綿密な介

護・療養が必要な場合においても、円滑で

十分な HIV 感染者・エイズ患者の受け入

れを行うことが推進される。 

(2) 地域における福祉連携のモデル構築と

いう観点からも、当地域での研究成果は学

会活動や講演を通じて公表し、全国的な診

療体制の向上の面でも十分に期待される。 

(3)ブロック拠点病院との連携が不足して

いる四国全体の診療体制の充実が図れる。 

(4)医療・保健対策に関して行政との連携

がさらに綿密になり、また独自で活動しつ

つある NGO の活性と効果的な連携が促進

される効果がある。 

(5)個々の拠点病院等で医師、看護師、薬

剤師、ソーシャルワーカー、臨床心理士な

どを含めた包括的な HIV診療チームの充実

の促進が期待される。 

(6)四国各県の連携が円滑になり、各県で

の問題点を共有でき、国立国際医療研究セ

ンターの照屋勝治先生も研究協力者として

助言・連携してもらい HIV 診療の充実が
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さらに図れる、などの点が挙げられる。 

 いずれにしても HIV 患者の早期発見を

目的として、HIV 感染に対する予防啓発と

ともに、現実の感染者に対して四国地方の

各地域・病院において HIV 診療の向上と

福祉の連携体制の充実を図ることは重要な

課題であり、今後もさらに指導・教育およ

び現況を把握するための調査研究に努めた

いと考える。特に、四国地方に帰郷される

高齢の感染者も増加しており、充足した生

活が 1人では十分には送れない HIV 感染

患者に対し、拠点病院および介護福祉間の

連携が円滑にできるよう努めていく必要が

あると考えられる。 

 今年度の達成度については、当初の目標

である、四国のようにブロック拠点病院が

近辺になく、地方の比較的医療過疎である

地区に HIV 診療の充実や均てん化を促す

ために様々な研究活動を実践し、計画は順

調に進捗している。また、今年度はこの研

究を通じて、愛媛県・高知県・徳島県・香

川県の四国全体で福祉連携体制などについ

て十分討議・連携ならびに情報共有ができ

た（令和 5年 2月 5日）ことは四国地方全

体を考える上でも有意義であった。地域の

HIV 診療体制が向上したことは言うまでも

ないが、さらに、これらの研究成果は日本

エイズ学会での公表・報告をはじめ、学術

論文で国内外に発信している。 

 今回注目点の 1つとして、厚生労働省の

感染症対策部感染症対策課から直接アドバ

イスをいただき、受け入れに難渋する症例

などを今後蓄積し検討していくことも踏ま

え、いわゆる長期療養体制構築事業とし

て、①長期療養体制会議（中核拠点病院・

拠点病院・介護施設・介護員・本人・家族

などの現場の会議）と②政策を行うエイズ

対策推進会議（行政主体の開催で、拠点病

院医療従事者と行政職員、介護支援専門員

などの政策会議）の 2つの会議を立ち上げ

て、円滑な受け入れのシステムの整備を進

めつつある。このシステムの整備が全国的

に HIV 診療体制のモデルとして、発信で

きればさらに意義深いと考える。 

 HIV 感染者の高齢化にあたり、HIV 診

療および福祉連携のあり方についてさらに

充実に努め、高齢化率の高い愛媛県のよう

な四国地方において、その介護福祉連携の

モデル地域として今後も研究・報告を当地

区から全国に発信していきたいと考える。 

Ｅ．結論 

 ブロック拠点病院がない四国地域におい

て、HIV 診療体制整備のために高齢介護施

設の介護・福祉担当者への啓蒙、さらに積

極的に治療指導や講義・資料配布、ポケッ

ト版小冊子の配布などを行い、具体的な問

題を整理し知識・経験を共有できた。高齢

化社会を迎え介護・療養が必要な HIV 感

染・エイズの増加に対応するために、HIV
診療体制の整備は、特に地方においては拠

点病院間のみならず介護・福祉施設との福

祉連携の充実が不可欠であり研究を継続し

地方のモデルという立場からもさらに向上

に努めたい。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 該当なし 
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